
 

『Ｒ７年度税制改正大綱（５） 退職所得控除の調整規定見直し』 
 

 退職金や私的年金等の給付に係る課税は、一時金払いか年金払いかによって税制上の取扱いが異

なり、給付のあり方に中立的ではないとの指摘がある。また退職所得課税は、勤続年数が２０年を超える

と１年あたりの退職所得控除が増加する仕組みが、働き方の多様化に対応していないといった見方もあ

る。定年の引上げ等によって、退職手当等を受け取る５年前に既にＤＣ一時金を受給しており、ＤＣ一時

金及び退職手当等一時金のいずれも退職所得控除を満額利用すること

ができるケースが増えている状況を踏まえ、以下の見直しが行われる。 

（１）退職手当等の一時金の支払を受ける年の前年以前９年内（改正前：

４年内）にＤＣ一時金を受給している場合には、退職所得控除の計算上、

勤続年数等の重複排除調整の対象とする。（２）ＤＣ一時金に係る「退職所

得の受給に関する申告書」の保存期間を１０年（同：７年）とする。（３）退職

手当等を受け取る全ての居住者（同：居住者である役員）に係る退職所

得の源泉徴収票について、税務署長への提出を一律義務化する。 

 令和８年１月１日以後のＤＣ一時金の支払、及び同日以後に提出すべ

き退職所得の源泉徴収票についてそれぞれ適用される。 

 

『昨年のラーメン店倒産過去最多 淘汰加速する可能性も』 
 

 東京商工リサーチが発表した「２０２４年のラーメン店の倒産状況」によると、倒産したラーメン店は前年

比２６．６％増の５７件で、最多だった２３年の４５件を大幅に更新した。行列のできる人気ラーメン店があ

る一方で、食材代や運営コストの高騰に見舞われ、経営に行き詰まるラーメン店がある。今後は、質と価

格を求めた仕入ルート開拓、味や盛り付けによる差別化、オペレーションの効率化など時代の変化に柔

軟に対応しないとラーメン店の淘汰はさらに加速する可能性が高い。 

 コロナ禍は街から人流が途絶え、休業要請もあったが、コロナ関連支援で

２２年の倒産は２１件に減少。しかし、コロナ禍が落ち着き、客が戻る一方で、

材料価格や光熱費が急騰し、人手不足で人件費も上昇する中、特徴のな

いラーメン店は「１０００円の壁」に阻まれ、客足に影響する値上げを容易に

できないまま収益が悪化している。２４年のラーメン店の倒産原因は、「販売

不振」が４２件で７割を超えた。負債は１億円未満が５０件、従業員は５人未

満が４９件。同年のラーメン店倒産を見ると、人気だったブロスアップ（仙台

市）が負債総額２億６０００万円で最大。地区別では、関東が２５件で最多、

以下、近畿（１３件）、北陸（６件）が続く。 
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